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1.  検討の背景
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グローバルな社会課題：人口 3

（出典）自治体戦略2040構想研究会（第１回）事務局提出資料

• 世界の人口はアジア、アフリカを中心に2015年から2040年にかけて18.3億人増加。73.8億人から92.1憶人へ。
• アジア全体では人口は増加するが、中国は人口減少に転じ、人口最大の国はインドに。



• 世界の総人口は、2050年には 92億人に達する。
• 92億人を養うためには、食料生産全体を1.55倍引き上げる必要がある。
• このうち、穀物は、29.3億トンとなり、1.65倍の生産増加が必要となる。
• 開発途上国の食料需要は、人口増加や経済発展を背景に2.06倍に増大する。

グローバルな社会課題：食糧 4

（出典）農林水産省「2050年における世界の食料需給見通し」（平成24年６月）



グローバルな社会課題：水 5

• 水需要は2000年から2050年の間に、主に製造業の工業用水（＋400%）、発電（＋140%）、生活用
水（＋30%）の増加により、全体で55%の増加が見込まれている。

• 2050年には、深刻な水不足に見舞われる河川流域の人口は、39億人（世界人口の40%以上）となる可能
性もあると予想されている。

生活、農業、工業、エネルギー及び環境に要する水資源量は年間一人当たり1,700m3 が最低基準と
されており、これを下回る場合は「水ストレス下にある」状態、1,000m3を下回る場合は「水不足」の状態、
500m3を下回る場合は「絶対的な水不足」の状態を表す。

（出典）国土交通省作成資料



グローバルな社会課題：エネルギー 6

• 世界のエネルギー需要量は、2000年に石油換算で約98億トンであったものが、2035年には169億トン（2000
年の約1.7倍）に達すると見込まれている。

• 世界全体のエネルギー需要は、2011年から2035年にかけて石油換算で41.9億トン増加すると予想されている
が、そのうち非OECD加盟国における増加分は40.3億トンとなる見込みであり、世界全体の需要増加分の約
96％を占めると予測されている。

（出典）経済産業省作成資料



グローバルな社会課題：教育 7

（出典）ユネスコ統計研究所グローバル・データベース（2015 年）に基づくユニセフの分析

• 2013年の時点で、就学していない初等学校就学年齢の子供は、世界に約5,900万人いる。
• そのうち、過半数の3,300万人がサハラ以南のアフリカに住んでいる。



グローバルな社会課題：医療 8

• 多くの国では医療サービス提供者が不足している。

（出典）UN IGME（2015年）に基づくユニセフの分析（出典）世界保健機関、Global Health Workforce Statistics（2014年）



グローバルな社会課題：気候変動 9

（出典）平成30年版 防災白書

• 日本の年平均気温は、長期的には100年あたり約1.19℃の割合で上昇。特に1990年代以降、高温となる年
が頻出。

• 世界の年平均気温は、長期的には100年あたり約0.73℃の割合で上昇。特に1990年代半ば以降、高温とな
る年が多くなっている。



持続可能な開発目標（SDGs）

 持続可能な開発目標（SDGs）とは、2001年に策定されたミレニアム開発目標（MDGs）の後継として、2015
年9月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための2030アジェンダ」にて記載されている2016年から
2030年までの国際目標。

 持続可能な世界を実現するための17のゴール・169のターゲットから構成されている。地球上の誰一人として取り
残さない（leave no one behind）ことを誓っている。SDGsは発展途上国のみならず、先進国自身が取り組む
ユニバーサル（普遍的）なものと位置付けられている。
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目標1 貧困をなくそう
あらゆる場所でのあらゆる形態の貧困を終わらせる

目標2 飢餓をゼロに
飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、持続可能な農
業を促進する

目標3 すべての人に健康と福祉を
あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

目標4 質の高い教育をみんなに
すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習の
機会を促進する

目標5 ジェンダー平等を実現しよう
ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を行う

目標6 安全な水とトイレを世界中に
すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する

目標7 エネルギーをみんなに そしてクリーンに
すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギーへのア
クセスを確保する

目標8 働きがいも 経済成長も
包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な
雇用と働きがいのある人間らしい雇用（ディーセント・ワーク）を促進する

目標9 産業と技術革新の基盤をつくろう
強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促
進及びイノベーションの推進を図る

目標10 人や国の不平等をなくそう
各国内及び各国間の不平等を是正する

目標11 住み続けられるまちづくりを
包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居
住を実現する

目標12 つくる責任 つかう責任
持続可能な生産消費形態を確保する

目標13 気候変動に具体的な対策を
気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる

目標14 海の豊かさを守ろう
持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利
用する

目標15 陸の豊かさも守ろう
陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能な森林
の経営、砂漠化への対処、ならびに土地の劣化の阻止・回復及び生物多
様性の損失を阻止する
目標16 平和と公正をすべての人に
持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、すべての人々に
司法へのアクセスを提供し、あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のあ
る包摂的な制度を構築する
目標17 パートナーシップで目標を達成しよう
持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップ
を活性化する

11SDGsの17のゴール



日本のICT産業
 ICT分野は継続的な技術革新を通じ、今後も世界的に市場拡大（年平均成長率7.0％）が予想されている。
 特に、IoT、ビッグデータ、AI等の新たな技術・サービスの発展に伴い、これらを支えるデジタル・インフラ及び当該インフ
ラを活用した様々なシステムへの需要が世界的に増大していくことが見込まれる。
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• 2016年の統計等に基づくインフラ受注実績は約21兆円（2015年
⽐で約１兆円の増加）。情報通信（9.0兆円）が最大で、次いでエ
ネルギー（4.7兆円）となっている。

 世界のICTの市場規模

（出典）IHS Technology

（出典）McKinsey Global Institute

【日本の強み】
• 経済性（ライフサイクルコスト）、安全性･強靭性、持続可能性等を強みとする「質の高い

ICTインフラ」の提供
• 世界的に評価される高い技術力（高速かつ信頼性の高いネットワーク整備を実現する総
合的な技術、機器の低電力化技術、高精細映像（8K）技術、高精度な生体認証技
術・レーダー技術等）や課題解決力（防災、医療等の領域へのICTの適用、郵便業務
の改善ノウハウ）

• 標準化に関する戦略的な取組（地上デジタル放送、エネルギーマネジメントシステム等）
• 地上デジタル放送日本方式の展開等を通じて得られたノウハウや各国との協力関係

 世界のインフラ投資額の予測（2013～2030） （出典）第37回経協インフラ戦略会議資料（平成30年６月）

（出典）「海外展開戦略（情報通信）」（平成29年10月）



デジタル・インフラの状況［日本］ 13

 我が国のデジタル・インフラの整備は国際的にもおおむね高水準。特にモバイルブロードバンドに強み。

 インターネットの利用率（2016年）

 インターネットの速度（2016年第１四半期）

 モバイルブロードバンドの普及率［100人当たり］（2016年）

 固定ブロードバンドの普及率［100人当たり］（2016年）

（出典）OECD Digital Economy Outlook 2017
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 ICTサービスの利用は進むものの、電子政府に関する取組は遅れている。

行政手続のデジタル化の状況［日本］

 世界電子政府ランキング（国際連合経済社会局）

順位 2016年 2018年
1 英国 デンマーク ＋８
2 豪州 豪州 －
3 韓国 韓国 －
4 シンガポール 英国 －３
5 フィンランド スウェーデン +1
6 スウェーデン フィンランド －１
7 オランダ シンガポール －３
8 ニュージーランド ニュージーランド －
9 デンマーク フランス ＋１
10 フランス 日本 ＋１
11 日本 米国 ＋１
12 米国 ドイツ ＋３

（出典）UNITED NATIONS E-GOVERNMENT SURVEY 2018

指標 2016年 2018年
電気通信インフラ 4位 ６位 －２
オンラインサービスの利用可能性 16位 11位 ＋５
人的資本 36位 32位 ＋４

＜指標の内訳＞

 国の行政手続のオンライン利用率（2016年）

（出典）OECD Digital Economy Outlook 2017

 我が国におけるインターネットの利用目的・用途（複数回答）

電子政府・電子自治体を
利用することを目的として、
インターネットを利用する者
は各年代とも非常に少ない。

（出典）総務省「通信利用動向調査」



インターネットの利用／データ流通の拡大
 世界のインターネットの利用者は増加を続けており、インターネットの普及率は2018年に全人口の50%を突破。
 また、インターネットの普及率の上昇と同時に国境を越えるデータの流通も拡大。

越境するデータの帯域は2004年から2014年の10年間で約50倍に拡大

• in（国外から国内
へ）及びout（国内
から国外へ）ともに
大きく増加。

• 特に、 inについては
2004年から 2016
年の間で約50倍と、
世界における帯域と
同等の成長率。
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 インターネット利用の拡大

（出典）ITU World Telecommunication /ICT Indicators database

（百万人） （%）

インターネット利用者数
全人口に対する普及率

（出典）Cisco VNI Global IP Traffic Forecast, 2017-2022
Cisco VNI, 2018

1992年 100 GB/day

1997年 100 GB/hour

2002年 100 GB/second

2007年 2,000 GB/second

2017年 46,600 GB/second

2022年 157,000 GB/second

 データの増大

 越境するデータ流通の増大

普及率が50%を突破
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（*は推定）

（出典）Mckinsey Global Institute DIGITAL GLOBALIZATION: THE NEW ERA OF GLOBAL FLOWS

我が国から国外ISPと交換されるトラヒック

（出典）総務省「我が国のインターネットにおけるトラヒックの集計・試算」より作成

世界のインターネットトラヒック１か月当たりの世界のインターネットトラヒック
（Exabytes）

CAGR 26%



デジタル・テクノロジーの社会への浸透
 AI、IoT等のデジタル・テクノロジーの社会への浸透が進んでおり、様々な産業においてデジタル化が進展。
 高速・低遅延・大量接続が可能な第5世代移動通信システム（5G）により、デジタル化が加速。

5G

AIIoT AIの導入状況
• AIの利用は今後着実に進展し、
市場も急速に拡大するとの予測。

CAGR 63.5%

世界のIoTデバイス数の推移・予測
• IoTデバイス数は2017年に
約270億に達し、2020年には
約400億となる予測。

（出典）IHS Technology

（出典）平成30年情報通信白書AIの市場規模

（出典）Tractica

16



「デジタル変革」の時代へ

 インターネット利用の増大とIoTの普及に伴い、大量のデータ（ビッグデータ）の生成が進みつつあり、さらに、AI
がそれらのデータを分析・活用することにより、新たな価値創造が始まっている。

 この結果、市場での優位性の基準がデータへと移転する、つまり、現実世界とサイバー空間の主従関係が逆転し、デ
ジタルデータが主導する社会・経済へ進化する「デジタル変革」の時代が到来。

（出典）「我が国のICTの現状に関する調査研究」

17



X-Techの市場構造変化へのインパクトAI・IoT等の進展によるビジネスエコシステムの変化

 AI・IoTによる変革により、市場においても、企業や業種相互の関係に変化が起きている。
 ICTを活用したソリューションを提供することで各業種で新しい価値や仕組みを創造する「X-Tech」が進展。デジタ
ル化が進む金融（FinTech）を始め、様々な分野に広がりつつある。

 X-Techの進展により、各業種やバリューチェーン（付加価値を生む各工程）を超えた連携・統合が進むことで、業
界構造の変化や異業種間の相互参入が進み、業種を超えて新たな市場が形成され始めている。

デジタル・エコノミーの形成 18

（出典）総務省「ICTによるイノベーションと新たなエコノミー形成に関する調査研究」（平成30年）



（出典）日本経済新聞（2017年6月2日朝刊）

94.4兆円

全産業の名目市場規模

982.7兆円

ICT産業が経済の中心へ（社会・経済のデジタル化）

 ICT産業は国内市場の約10%を占める。また、世界の時価総額ランキングもデジタル企業が上位に位置する。

2016

2022
デジタル・エコノミーが世界全体の
GDPの60%を占める

2018
世界のデジタル変革技術への支出は1.3兆ドル（予測）
さらに、2021には2.1兆ドル以上となる予想。

（出典）IDC公表資料（2017年12月） （出典）IDC公表資料（2018年10月）

Digitalized

Non-Digitalized
GDP
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2017

（出典）総務省「ICTの経済分析に関する調査」（平成30年）



 サイバー空間とフィジカル（現実）空間を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立
する、人間中心の社会（Society）。

 狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society
4.0）に続く、新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の姿と
して初めて提唱された。

「経済政策の方向性に関する中間整理」
（平成30年11月 未来投資会議 まち・ひと・しごと創生会議
経済財政諮問会議 規制改革推進会議）

第２章 成長戦略の方向性
（１）Society5.0の実現

AIやIoT、センサー、ロボット、ビックデータ
といった第４次産業革命がもたらす技術革
新は、私たちの生活や経済社会を画期的
に変えようとしている。技術革新を現場に積
極的に取り入れ、労働生産性の向上を図
る。このため、国民一人ひとりの視点に立っ
て、ゴールイメージの共有化を図り、SDGs
に向けたSociety5.0の実現により、国
民一人ひとりの生活を目に見える形で豊
かにする。

Society 5.0 20



デジタル格差／デジタル社会の脆弱性
 社会・経済のデジタル化が進展する一方で、デジタル社会にアクセスできる者・できない者の格差が生じる。また、高
度にデジタル化した社会では、サイバー攻撃の脅威も増加。

全世界における被害額 6,080億ドル（2017年）
（GDPの0.8%分が失われた計算）

サイバー攻撃の増加
• 情報通信研究機構（NICT）では、未使用のIPアドレス30万個
（ダークネット）を活用し、グローバルにサイバー攻撃の状況を観測。

• 2017年は1,504億回の攻撃を確認

データ漏えいの増加
全世界のデータ漏えい件数 33億件（2018年上期）

サイバー犯罪による被害の増加
（出典）gemalto “Data Breach Index”

（出典）CSIS & McAfee “Economic Impact of Cybercrime”

デジタル格差
 インターネットの普及率（地域別）

 インターネットの普及率（性別による利用率の差）

21

（出典）ITU “ICT Facts and Figures 2017”

（出典）ITU “ICT Facts and Figures 2017”



インフラ整備費用の不足

デジタル・インフラの整備
 ICTに係るインフラ整備費用として全世界で440億ドルが不足（2030年）する見込み。
 国際開発金融機関によるデジタル・インフラ等のICT分野への支援は全体１%にとどまる。

需要：3,390億ドル
予測：3,020億ドル

2025
需給ギャップ

370億ドル
-10.9%

需要：3,630億ドル
予測：3,190億ドル

2030
需給ギャップ

440億ドル
-12.1%

需要：4,180億ドル
予測：3,590億ドル

2040
需給ギャップ

590億ドル
-14.1%

需要：3,960億ドル
予測：3,450億ドル

2035
需給ギャップ

510億ドル
-12.9%

ICT分野の支援は全体の1%
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（出典）Global Infrastructure Outlook

乏しい
ICT分野
への支援

（出典）
A4AI & the Web 
Foundation “CLOSING 
THE INVESTMENT 
GAP” 



データ流通に関する規制

データローカライゼーション

 企業における事業活動がグローバル化し、国境を越えて多くのデータが流通。一方で、諸外国の一部では、プライバ
シーの保護、自国内の産業保護、安全保障の確保、法執行／犯罪捜査等を目的として、越境データ流通を規制
する動き、いわゆる「データローカライゼーション」に関する法制度の制定・施行が進行している。

データローカライゼーションには、①データの移転そのものを制限するもの、②自国内に顧客などから収集した
データ（企業保有データ等も含む）を保有・保管するために制限するものの2種類が存在。

23

• EU域内から第3国へのデータ移転を行うには、第3国が十分なレベルの保護を確保していると欧州委員会が認めた場合に限り可能である（十分性
認定）。

• 十分性認定を受けていない第3国に個人データを移転する場合には、1）本人の明確な同意の取得、2）グループ企業を包括したデータ移転を可
能とする「拘束的企業準則（BCR）」、3）個別契約を交わした企業間に適用される「標準契約条項（SCC）」、4）行動規範、5）認証メカニ
ズムのいずれかを満たすことが求められる。

一般データ保護規則（GDPR：General Data Protection Regulation）

データローカライゼーション規制対象となる
データ種別の内訳

（出典）総務省「安心・安全なデータ流通・利活用に関する調査研究」（平成29年）

①データの移転そのものを制限 ②自国内におけるデータを保有・保管のために制限

（出典）情報通信白書（平成29年）

（出典）IETF “Cross-Border Data Flows Data: 
Where Are the Barriers, and What Do They 
Cosy?”（2017年）
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2.  論点・検討の進め方



Society5.0の実現による
持続可能な成長・包摂的な社会の実現

デジタルインフラの整備
サイバーセキュリティの強化

etc…

我が国における2030年代の社会構造の変化・課題
・生産年齢人口の急減 ・少子高齢化の進展 ・GDPが低調
・外国人労働者の増加 ・自然災害の増加 ・内需縮小
・地域の疲弊 ・インフラ、公共施設の老朽化
・地域格差の拡大 ・社会参画の不平等 等

世界の課題
・世界人口の増大 ・先進国における少子高齢化の進展
・エネルギー需要増加 ・水、食料の需要増加 ・貧困
・地球温暖化 ・自然災害の増加
・社会参画の不平等 等

災害に強い
社会の実現

強靭な
インフラの構築

全ての人々に
学び場を提供

全ての人が
医療・介護サービスに
アクセスできる

スマートシティ・
スーパーシティの

実現
農作物の
生産性向上

例②

例⑥

例⑤

例④ 例③

例①

国際戦略WGで議論する目指すべき社会像 25



デジタル技術の急激な普及・拡大によりデジタル格差が広がる中、「デジタル化（Society5.0）による持続可能な
成長とその恩恵を誰もが享受できる包摂的な社会」を実現していくべきではないか。

目指すべき社会像

国際戦略WGにおける論点例

デジタル技術の急激な普及・拡大によりデジタル格差が広がる中、「デジタル化（Society5.0）による持続可能な
成長とその恩恵を誰もが享受できる包摂的な社会」を実現していくべきではないか。

目指すべき社会像

１．ICTの社会実装・海外展開 ２．ICTを巡る政策枠組み・ルール形成

主な論点例

【検討項目（案）】
• 我が国による情報発信の強化方策
• 政府・企業・国際機関の役割、必要な支援、連携の在り方 等

【検討項目（案）】
• 国際的なICT政策の調和における優先課題は何か（プライバシー
保護やサイバーセキュリティ等の信頼性が確保された情報の自由な
流通、 AIの開発・利活用原則、ネットワーク・サービスへのアクセス・
利用の向上等）

• デジタル経済における信頼性を確保するために必要な政策やルール
はどのようなものか

• 我が国の強みを活かし、かつ、日本企業による市場獲得につながる
ルールとはどのようなものか

• 「質の高いインフラ」の国際スタンダード化（開放性、透明性、経済
性、財政の持続可能性等）の推進方策 等

【検討項目（案）】
(1) ICTによるSDGsへの貢献

• Society5.0の実現により、社会・経済がどのような転換をもたらすか
• デジタル格差が社会・経済にもたらす影響はどのようなものか
• ICTがSDGsの達成に向けてどのように貢献できるか
• 現状のICTで実現できるものと、新たなICTが必要なものは何か
• 開発レベルが異なる国々に対し、ICTをどのように活用していくのが効果的か
• 多言語社会にデジタルがどのように対応していくか
• デジタル人材の育成・確保方策 等

(2) ICTの海外展開の在り方
• ICTの海外展開における我が国の強み・弱み
• ICTの海外展開に向けて、我が国が重点的・戦略的に取り組むべき地域・
分野・体制

• AI、IoT、ビックデータ、5G等の技術を社会実装し、海外展開する上での
課題 等

３．G20茨城つくば貿易・デジタル経済大臣会合等における
日本の戦略推進の在り方
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国際戦略WGのスケジュール（想定）

参考：G20サミット（大阪）は6月28日、29日に開催予定。
G20茨城つくば貿易・デジタル経済大臣会合は6月8日、9日に開催予定。

12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月

デジタル変革
時代のICT 
グローバル
戦略懇談会

国際戦略WG

第１回
（12/12）

第２回 第３回 第４回
意見募集

• 論点・検討の進め方
• 構成員からの発表
• 意見交換

第１回
（1/29）

第２回
（2/12）

第３回
（2/20）

第４回
（3/6）

第５回
（3/13）

第６回
（3/29）

• 論点整理（案）

• 論点整理

第5回

論点
議論

報告書
骨子議論

報告書案
議論
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• 構成員・オブザーバー等からの発表
• 意見交換



参考資料
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G7世界情報社会大臣会合
（1995年2月）

インターネットの普及
ブロードバンドの発展 IoT・AIの発展・普及

G8沖縄サミット
（2000年7月）

グローバルな情報社会に
関する沖縄憲章

G7香川・高松
情報通信大臣会合
（2016年4月）

デジタル連結世界憲章

G7イノベーション
大臣会合（カナダ）
（2018年3月）

【 継続議論の流れ 】

情報社会の進展
デジタル化の進展・IoT時代の幕開け

国連SDGsの推進

デジタル社会・
Society 5.0の実現

SDGsの実現

1995 2000 2015

G20 デジタル経済大臣会合（ドイツ）
（2017年4月）

G20デジタル化ロードマップ
G20デジタル経済

大臣会合（アルゼンチン）
（2018年8月）

（想定される議題）
• Society 5.0
• SDGsの実現
• AI利活用促進と環境整備

G7情報通信・産業
大臣会合（イタリア）

（2017年9月）

人間中心のAI AIに関するコモンビジョン情報の自由な流通
AIの国際的議論
包摂的成長（SDGs）

G20杭州サミット
デジタル経済タスクフォース（中国）

（2016年９月）

29G20の動向：G20における議論の経緯

G20茨城つくば
貿易・デジタル経済

大臣会合
（2019年6月）



北海道倶知安町
観光大臣会合
（10/25,26）

茨城県つくば市
貿易・デジタル経済

大臣会合
（6/8-9）

長野県軽井沢町
持続可能な成長のためのエネ
ルギー転換と地球環境に関

する
関係閣僚会合
（6/15,16）

新潟県新潟市
農業大臣会合
（5/11,12）

愛媛県松山市
労働雇用大臣会合

（9/1,2）

福岡県福岡市
財務大臣・中央銀行

総裁会議
（6/8,9）

岡山県岡山市
保健大臣会合
（10/19,20）

愛知県
外務大臣会合
（11/22,23）

大阪府大阪市
首脳会合

（6/28,29）

30G20の動向：2019年G20関係閣僚会合開催地



2019年６月８日（土）、９日（日）、茨城県つくば市（つくば国際会議場）
※大阪サミットは6月29日（土）、30日（日） （2017年はドイツ、2018年はアルゼンチン、2020年はサウジアラビア）

１．開催時期・場所

２．テーマ（デジタル経済分野）

※今後各国と調整の上決定
• Society5.0
• SDGsの実現
• AIの利活用推進と環境整備

３．参加国

日本（議長国）、G7（仏、米、英、独、伊、加、EU）、BRICs（ブラジル、露、印、中）、
アルゼンチン、豪、インドネシア，メキシコ、サウジアラビア、南アフリカ、韓国、トルコ、その他招待国、国際機関

４．関連する取組
我が国の最新のICTを中心に各国の情報通信担当大臣等にアピールし、今後の国際展開・国際連携を
促進するとともに、地方創生に貢献するため、各種イベント・展示等の実施を検討。

31G20の動向：G20茨城つくば貿易・デジタル経済大臣会合の開催



G20の場において、 ICTによる社会課題の解決のモデルを世界に向けて発信。

• アプリケーション
（農業・漁業のスマート化、遠隔医療、
自動翻訳、eラーニング、防災ICT、クラウド
を活用した生産性向上、フィンテック、・・・）

• ICTインフラ

課題解決に有効な分野を特定

② デジタルインフラ整備の推進 質の高いインフラ整備の促進

④ AIの利活用の推進と環境整備 自由な開発環境整備を通じた
イノベーションの促進

⑤ サイバーセキュリティの強化 セキュリティ人材の育成等

⑥ デジタルにおけるジェンダー格差の改善 社会参画を容易にするデジタル利活用

⑦ 電子政府・デジタル経済の計測等 政府のデジタル利活用を通じた
デジタル化の推進

① デジタル化によるSDGsの実現

③ 情報の自由な流通とデータ利活用の推進 情報の自由な流通のコンセンサスの拡大

32G20の動向：G20の取組の方向性



SDGsに関する政府の取組：SDGsアクションプラン2019（1/3） 33

（出典）内閣府作成資料



SDGsに関する政府の取組：SDGsアクションプラン2019 （2/3） 34

（出典）内閣府作成資料



SDGsに関する政府の取組：SDGsアクションプラン2019（3/3） 35

（出典）内閣府作成資料



【平成30年度予算額（平成29年度補正を含む）】 1,140百万円

主な政府の方針：

「経済財政運営と改革の基本方針2018」
（平成30年６月15日閣議決定）

○海外展開の促進

2020年のインフラシステム受注約30兆円という目標を

達成し、我が国の経済成長の実現に寄与する。

海外展開に関する総務省の取組：ICT国際競争力強化パッケージ支援事業 36

• 我が国のICT分野の強みや地デジの海外展開で得られたノウハウを活かして世界のICT分野のインフラ
需要を取り込み、我が国の力強い経済成長につなげていくことが重要。

• 本事業は、通信・放送・郵便システム、防災／医療ICT、セキュリティ等のICTインフラプロジェクト
システムについて、①案件発掘（規制／ニーズの事前調査等）、②案件提案（官民ミッション・
デモンストレーション）、③案件形成（整備計画策定・モデル事業実施等）といった展開ステージに
あわせた支援の実施により、海外展開を促進。

• 対象国の総合的な課題解決に貢献し、我が国の強みを有する「質の高いＩＣＴインフラ」の輸出を
加速させ、「経済財政運営と改革の基本方針（骨太の方針）2018」等において目標としている
「2020年のインフラシステム受注約30兆円」に関して、ICT分野において貢献する。



衛星
日本の衛星は信頼性が高く、
政府系機関向け通信、防災
等様々なニーズに対応

トルコ（国営衛星通信事業
者）で受注実績あり。

防災ICTシステム
日本での多年の経験・ノウハウをもとに培ったシステムにより、災害情報
を収集・分析・配信するシステムについては、インド、インドネシア、ペ
ルー等で展開実績あり。

災害時に最低限のICT環境を提供し、通信途絶を迅速に応急復旧
できるICT防災ユニットについては、フィリピンに導入済み。

医療ICTシステム
医療ICTシステムへのニーズが中南米を中心に拡大。
ペルー、ブラジル、チリにおいて医師がスマートフォンで医療用画像を共
有するための実証を実施。

日本企業が開発・提供する医療ICTシステムの将来的な受注（市場
開拓）が目標

小包処理装置（ロシア）
トルコ通信衛星
（Turksat）

電波監視システム

観測・収集 配信情報分析・蓄積

緊急警報放送
（ペルー・地デジを活用）

最新型気象レーダー
（インド）

総合防災情報システム
（インドネシア）

光海底ケーブル
大手3社中1社が日本企業。
多数の受注実績あり。

セキュリティ
タイ等でサイバー防御演習を実
施中。

セキュリティオペレーションセン
ター（SOC）等を受注。

日本方式の地デジ
現在、19か国（日本含む）
が、日本方式の地デジ放送を
採用。約6.6億人をカバー。

日本型郵便システム
日本の郵便の優れた業務ノウハ
ウや関連技術の提供を通じて、
郵便関連設備・機器の商機拡
大や関連ビジネスを創出。

ベトナムでコンサル契約・電子マ
ネーシステム、ロシアで小包処
理装置を受注。

電波監視
我が国の優れた電波監視
等の技術及びノウハウ・人
材をベトナム、インドネシア、
フィリピン等への海外展開を
推進中。

サイバー防御演習

SOC

ICT防災ユニット
（フィリピン）

光ファイバー

都市部の中核病院 地方の病院、診療所

ICTインフラ

ICTの利活用

海外展開に関する総務省の取組：これまでの主な成果 37



沿革

スキーム

我が国の持続的な成長のためには、世界の膨大なインフラ
需要を積極的に取り込むことが重要。

他方、海外で通信・放送・郵便事業を行うに当たっては、
一般的なビジネスリスクに加えて、規制分野であるが故の
政治リスク（相手国の急な法制度の変更等）等の特有
のリスクが存在するため、民間金融からの資金が集まり
にくい等の課題。

このため、長期リスクマネーを供給するとともに、株主として
事業に参画することによって相手国政府等との交渉力を強
化し、我が国事業者の海外展開を後押し。

背景・目的

支援対象事業のイメージ

遠隔医療

光ファイバ通信網を整備・運用し、ICTサービスを提供する事業

遠隔教育

スマートアグリ
光ファイバ通信網

放送網を整備・運用し、放送コンテンツを提供する事業
ＣＡＴＶ

衛星放送

ＩＰＴＶ

 JICTは、海外において電気通信事業、放送事業又は郵便事業等を行う者に対し、出資や専門家の派遣等の支援
を行う官民ファンド。リスクマネーの供給拡大を通じて、「質の高いインフラ」の海外展開を推進。

クラウド

データセンタ

H27. 5. 29 株式会社海外通信・放送・郵便事業
支援機構法（機構法） 成立

H27. 9. 4 機構法 施行
H27. 10. 9 JICT 設立認可
H27.11. 25 JICT 設立

政府 民間事業者

出
資

出
資

民間金融機関

公的機関
（JBIC、JICA等）

民間事業者
（日本企業） 支援対象事業者

（現地SPC等）

出
資
等

支
援

融資等
民間事業者
（現地企業）

出資等

株式総数（議決権ベース）の
1/2以上を常時保有

資金供給と一体的に
「ハンズオン」支援を実施

海外において電気通信事業・放送事業・郵便事業等を実施

民間金融機関

（政府保証あり）

借入

機関投資家等 社債発行

取締役会長 ： 髙島 肇久
代表取締役社長： 福田 良之

株式会社海外通信・放送・郵便事業支援機構（JICT） 38
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